
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市建築物耐震改修促進計画 

― 概 要 版 ― 

（素案） 

策定 平成20年3月 

改訂 平成24年3月 

改訂 平成28年4月 

改訂 平成30年4月 

改訂 令和3年4月 

熊 本 市 
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平成7年に発生した阪神淡路大震災を教訓に「建築物の耐震改修の促進に関する法律(耐震改修促進法)」

が制定され、その後、いつどこで大地震が発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がり、平成18

年に一部改正され、「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針(国の基本方針)」が

示されました。しかし、平成23年（2011年）3月11日には、東日本大震災(東北地方太平洋沖地震)によ

り未曾有の被害が発生し、耐震化の緊急性が高まり、平成25年（2013年）11月には再び「耐震改修促

進法」の改正が行われています。 

平成20年（2008年）3月に「熊本市建築物耐震改修促進計画」（計画期間：平成20～27年度(2008

～2015年度)）を策定しました。更なる目標を掲げ、平成28年（2016年）4月に計画の改訂(計画期間：

平成28～32年度(2016～2020年度))を行った直後に、熊本地震が発生し、多くの被害を受けたことか

ら、熊本地震の教訓を生かし平成30年（2018年）3月に中間見直しを行いました。今後も引き続き、安

全で安心な居住空間の確保を目指し、既存建築物の地震に対する安全性の向上等を計画的に促進するため、

今回計画の改訂を行うものです。 

 

 

 

 

 

計画期間は、令和 3 年度（2021 年度）から令和 8 年度（2026 年度）までの 6 年間とします。 

 

 

 

 

 

 

本計画の対象区域は、熊本市域全域とします。対象建築物は、建築基準法や耐震改修促進法等の法律に

ある、構造に関する最新の基準に適合していない部分のある、全ての建築物とします。その中でも昭和56

年5月31日以前に着工された住宅（※2）と特定建築物（※3）については、耐震化の目標値を定め取り組んで

いきます。 

 

 

 

◆「自助」「共助」「公助」による耐震化の促進 

市民、校区自治協議会、防災連絡会等、 

関係団体や事業者、行政が協働・連携し、 

建築物の耐震化に取り組む必要があります。 

はじめに 序 

建築物の耐震化を促進するための基本的な考え方 

【校区自治協議会、防災連絡会等】 

●地域における地震防災対策の促進 

 

【建築物の所有者】 

●自らの問題として耐震化に努める 

 

●所有者の耐震化の取り組みを支援 

●公共建築物の耐震化 

 

協働・連携 

【関係団体・事業者】 

●所有者の耐震化の促進に貢献 

 

【行政(市・県・国)】 

共助 自助 

公助 

計画の期間 

計画改訂による主な変更点   

 計画期間 

 住宅、民間特定建築物及び市有特定建築物の耐震化率の推移、目標値 

 新たな目標達成のための課題と今後の施策、取り組み 

 その他（各種データや図等の更新） 

令和 8年度 

（2026年度） 

平成 20年度 

 
＜策定＞ 

平成 28年度 
＜改訂＞ 

平成 24年度 

 
＜改訂＞ 

 
 (中間見直し) 

平成 30年度 
＜改訂＞ 

 (中間見直し) 

令和 3年度 

＜改訂＞ 

対象区域・建築物 

計画改訂の背景 
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平成 28 年 4 月 14 日 21 時 26 分に、熊本地方の深さ 11km を震源とするマグニチュード 6.5 の地

震（前震）が発生し、熊本市では震度 6 弱を観測しました。その後、4 月 16 日 1 時 25 分に、同じく熊

本地方の深さ 12km を震源とするマグニチュード 7.3 の地震（本震）が発生し、熊本市では震度 6 強を

観測しました。4 月 14 日から 16 日にかけて震度 6 弱以上の地震を 7 回観測し、平成 29 年 1 月 31 日

までに、震度 1 以上を観測した回数は 4,241 回でした。 

前震では上益城郡益城町で最大震度 7、本震では上益城郡益城町及び阿蘇郡西原村で最大震度 7 を観測

し、一連の地震活動で震度 7 を 2 度観測した観測史上初めての地震となりました。 

 

 

 

 

国の「地震調査研究推進本部 地震調査

委員会」による平成31年（2019年）1月

1日を基準として算定した活断層の長期評

価による地震発生確率の更新においては、

「日奈久断層帯（八代海区間）」及び「日

奈久断層帯（日奈久区間）」は我が国の主

な活断層の中でも地震発生確率が高いＳ

ランクに分類されており、大地震がいつ発

生してもおかしくない状況といえます。 

主要活断層帯の長期評価の概要 

近年の地震と今後想定される地震 1 
 

長期評価で
予測した
地震規模

主な活断層
における

相対的評価

(ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ) ランク 30年以内 50年以内
100年
以内

布田川断層帯
（宇土半島北岸区間）

7.2程度以上 Ｘ 不明 不明 不明 不明 不明

布田川断層帯
（宇土区間）

7.0程度 Ｘ 不明 不明 不明 不明 不明

布田川断層帯
（布田川区間）

7.0程度 Ｚ
ほぼ
0％

ほぼ
0％

ほぼ
0％

8,100年-
26,000年
程度

平成28年
(2016年)
熊本地震

日奈久断層帯
（八代海区間）

7.3程度 Ｓ
ほぼ0％
～16％

ほぼ0％
～30％

ほぼ0％
～50％

1,100年-
6,400年
程度

約1,700年
前以降～
約900年前
以前

日奈久断層帯
（日奈久区間）

7.5程度 Ｓ
ほぼ0％
～6％

ほぼ0％
～10％

ほぼ0％
～20％

3,600年-
11,000年
程度

約8,400年
前以降～
約2,000年
前以前

日奈久断層帯
（高野－白旗区間）

6.8程度 Ｘ 不明 不明 不明 不明

約1,600年
前以降～
約1,200年
前以前

断層帯名
（起震断層／活動区間）

平均活動
間隔

最新活動
時期

地震発生確率

資料：活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧（平成 31 年（2019 年）1 月 1 日での算出） 
地震調査研究推進本部（平成 31 年（2019 年）2 月 26 日公表） 

熊本地震 

震度分布図 
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本市では、計画策定当初から（１）戸建木造住宅、（２）緊急輸送道路沿道建築物、（３）要緊急安全確

認大規模建築物を重点的に耐震化を促進する建築物と位置付け、普及啓発活動や補助制度によって耐震化

を促進してきました。これまで行ってきた取り組みの状況を整理します。 

 

◆補助制度 

 戸建木造住宅については、平成 20 年の計画策定当初から補助制度を創設し、拡充や見直しを行いなが

ら取り組んできました。耐震診断については、熊本地震直後から多くの申し込みがあり、耐震改修につい

ても、耐震診断の件数に比例して利用の多い状態が続いています。 

◆意識啓発・制度周知の取り組み 

 平成 27 年度時点の補助制度の認知度は 2 割程度で、十分な制度周知・意識啓発は図られていない状況

でした。熊本地震後は、制度周知等の取り組みに対する反響が大きくなりましたが、これは、市民の住宅

の耐震化に関する意識の高まりが一番の要因であると考えられます。 

◆熊本地震で明らかになったこと 

 熊本地震では、耐震性が劣るとされていた旧耐

震基準で建てられた木造建築物に加え、新耐震基

準のうち平成12年6月より前に建築された木造

建築物についても多くの被害がありました。これ

は、柱や梁の接合部の仕様等が平成 12 年 6 月の

建築基準法改正の基準に適合し

ていなかったことが要因と分析

されています。 

◆熊本地震後の対応 

①補助制度の対象建築物を拡充：熊本地震で明ら

かになった被害の原因分析より、平成 12 年 6 月

の建築基準法改正前の基準で建てられた戸建木造

住宅を、補助制度の対象建築物としました。 

②補助制度のメニュー追加：また、平成 27 年度に実施したアンケート結果や熊本地震後の要望から、「設

計改修一括」「建替え設計工事一括」「耐震シェルター」を追加しました。 

③耐震化促進を迅速に図るための体制・環境整備：費用や期間の目安や具体的事例を市民向け利用の手引

きに掲載しました。 

   

緊急輸送道路沿道建築物については、平成20年から耐震診断への補助を実施していますが、活用件数は

少なく、耐震診断や耐震改修にかかる費用負担が大きいこと等が要因となっていると考えられます。 

今後は、意識啓発・制度周知の徹底や財政的支援の拡充について検討を行う必要があります。 

 

要緊急安全確認大規模建築物の耐震診断への補助を時限付きで行い、耐震診断の結果を公表しておりま

す。加えて、所有者の経済的負担の軽減を目的として、平成27年度より補強設計および耐震改修への補助

を実施しています。今後も、未改修建築物の所有者に対し、粘り強く耐震化についての指導をしていく必

要があります。 

 

これまでの取り組みの振り返り ２ 

（１） 戸建木造住宅 

（２）緊急輸送道路沿道建築物 

（３）要緊急安全確認大規模建築物 

資料：熊本地震における建築物被害の原因分析を行う委員会報告書 

無被害 

軽微・小破・中破 

大破 

倒壊・崩壊 
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本市のこれまでの取り組みとして、住宅・民間特定建築物は、「令和２年度末までに耐震化率を 95％と

する」ことを目標としてきました。推計の結果、住宅、民間特定建築物ともに未達成となりました。また、

市有特定建築物については、「令和２年度末までに耐震化率を 100％とする」ことを目標に掲げ取り組ん

できましたが、熊本地震の影響から未達成となっています。この結果を踏まえ、新たな目標を以下のとお

り設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物の耐震化の現況と目標 3 

市
有
特
定
建
築
物 

住宅の耐震化率の現況93.9％(令和２年度末)を、令和7年度末までにおおむね解消とする

ことを目標とします。 

 

民
間
特
定
建
築
物 

住 
 

宅 

民間特定建築物の耐震化率の現況90％(令和2年度末)を、令和7年度末までに95％とする

ことを目標とします。 

市有特定建築物については、熊本地震の被害の大きかった建築物の工事が完了することで

100％となります。 

 

306,330戸 

平成 25年 10月 

(推計) 

 

 

平成 20年 10月 

(推計) 

17.8％ 

240,440戸 

82.2％ 

総数 

292,470戸 

 

293,830戸 

平成 27年度末 

(推計) 

257,430戸 

87.6％ 

 

317,100戸 

令和 2年度末 

現況（推計） 

293,459戸 

93.9％ 

12.4％ 

262,460戸 

85.7％ 
 

14.3％ 
6.1％ 

◎耐震性が十分でない ◎耐震性あり 

令和 8年度末 

目標 

おおむね 

解消 

平成 19年 10月 平成 23年 4月 平成 27年末 令和 2年度末 

現況 

総数 
562棟 

467棟 

83.1％ 

 

575棟 

531棟 

92.3％ 

 

584棟 

572棟 

97.9％ 

 

573棟 

571棟 

99.6％ 

 

16.9％ 7.7％ 2.1％ 

令和 4年度末 

予定 

 

100％ 

 

令和 8年度末 

目標 

 

95％ 

3,222棟 3,247棟 

平成 27年度末 

(推計) 

2,863棟 

88.2% 

12.7％ 

総数 
3,028棟 

平成 23年 3月 

(推計) 

2,644棟 

87.3％ 

3,685棟 

令和 2年度末 

現況（推計） 

 

3,285棟 

89.1％ 

10.9％ 
11.8％ 

平成 27年 3月 

(推計) 

2,833棟 

87.9% 

12.1％ 
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本市のこれまでの取り組みや耐震化率の状況を踏まえ、建築物の耐震化に向けての課題を整理し、課題

に対する施策と取み組みについて示します。 

 

◆住宅 

熊本地震を経験したことから、住宅の所有者・管理者（以下「所有者等」）の耐震化に対する意識が高ま

り、熊本地震前に比べると問い合わせや補助制度の利用は多い状態が続いています。しかし、補助制度の

利用は、今後熊本地震から時間を経る毎に、徐々に減少する可能性があり、高まった耐震化への意識を今

後も継続させることが課題となることから、分かりやすい情報提供や積極的な普及啓発活動を検討してい

く必要があります。 

◆民間特定建築物 

緊急輸送道路沿道建築物に関しては、建築物の所有者等に対する情報提供や効果的な普及啓発活動が行

えておらず、また、補助制度の利用が少ないことが課題です。今後は所有者等への有効な情報提供や積極

的な普及啓発活動を計画し、所有者等の費用負担を軽減するための新たな財政支援を検討していく必要あ

ります。要緊急安全確認大規模建築物に関しては、未改修建築物に対する指導を粘り強く続けていくこと

が課題です。 

◆その他の課題 

住宅、民間特定建築物の耐震化に対する課題を示しましたが、実際には行政から所有者等への働きかけ

だけで耐震化への意識を高めることは難しく、「自助、共助、公助」の考え方を含めた検討が必要です。共

助としては、耐震化に関わる建築関係事業者等への働きかけや、地域ぐるみで建築物の耐震化に対する意

識の向上を図る、融資などを行う金融機関等から情報提供を受けるなど多方面からのアプローチを考える

必要があります。また、住宅や建築物を耐震化することで地震に対する安全性は向上しますが、災害時に

避難活動をスムーズに行うためには、例えば住宅内部の家具や危険ブロック塀等に対し地震対策を講じる

などの、その他の建築物の地震に関する安全性に目を向けることも必要であるため、所有者等へ住宅・建

築物の耐震化とあわせて周知啓発していく必要があります。 

 

〇これらの課題をまとめると、 

耐震化促進に向けての課題の整理 

今後の施策と取り組み 4 

（１）耐震化を促進するための施策に関する課題 

・耐震化に関する情報を収集し、所有者等へ分かりやすく情報を提供する 

・耐震化を実際に行う建築関係事業者等の知識や技術を向上する 

・補助制度の利用状況や耐震化率等を分析し、現状に即した財政支援を検討する 

↓ 

 
（２）安全性の向上に向けた意識啓発及び知識の普及に関する課題 

・効果的で積極的な普及啓発活動を計画する 

（３）その他の建築物に関する安全性の確保に関する課題 
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①各種媒体を活用した普及啓発 

 ・ホームページ、SNS 等 

・市政だより、自治会回覧 

 ・テレビ・ラジオなどのメディア活用 

②地域等との連携・協働による普及啓発 

 ・校区自治協議会、防災連絡会等との連携 

 ・地域のイベントでの出前講座 

③各種団体等との連携による普及啓発 

 ・建築関係事業者等との連携 

 ・高齢者や障がい者が利用する施設や団体との連携 

①がけ崩れ等による建築物の被害軽減対策 

②窓ガラスの飛散対策や屋外看板等の落下防止 

③天井の落下防止 

④エレベーターへの閉じ込めや脱落の防止 

⑤エスカレーターの脱落防止 

⑥危険ブロック塀等に関する指導や撤去に対する財政支援 

⑦住宅内部の地震対策 

 

 

 

 

 

 

（１） 

耐震化を促進する

ための施策 

 
 
 
 

（２） 
安全性の向上に向
けた意識啓発及び
知識の普及 
 

 

（３） 

その他の建築物に

関する安全性の確

保 

施策 取り組み内容 

①所有者等が安心して耐震改修ができる環境の整備 

 〇所有者等が気軽に相談できる体制作り 

 〇所有者等への耐震化に関する情報の提供 

  ・耐震診断士に関する情報提供 

  ・耐震化に関する費用や工事までの流れ等の情報提供 

  ・融資・税制優遇等の情報提供 

  ・リフォームにあわせて行う耐震改修に関する情報提供 

 〇耐震化に関する分かりやすいパンフレット等の作成 

②建築関係事業者等と連携した耐震化に関する知識、技術の向上 

 〇建築関係事業者等に対する講習会の開催 

 〇建築関係事業者等との定期的な情報の交換 

③重点的に耐震化を促進する建築物への財政支援 

 〇戸建木造住宅 

 〇緊急輸送道路沿道建築物 

 〇要緊急安全確認大規模建築物 
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 市有特定建築物の耐震化については、「市有建築物耐震対策基本方針」に基づき計画的に耐震化に取り組

み、前述した通り、現在着手している工事が完了することで、目標としている耐震化率 100％を完了しま

す。ただし、市有建築物は特定建築物以外の建築物であっても、被災した場合は災害応急活動及び市民生

活に大きく影響し、さらに避難救護、復旧活動に支障をきたします。そのため本市では、市有特定建築物

以外の市有建築物についても計画的に耐震化を図っていきます。 

 

 

１．県や関係機関等との連携 

 県、市、建築関係団体等との役割分担を明確にし、相互連携を図りながら、建築物の耐震化の促進課に

つとめます。 

２．庁内の連携 

 本計画は、庁内会議である「熊本市建築物耐震化推進会議」において、関係部局と連携し、定期的な進

行管理や耐震対策に関する検討・調整を行いながら推進していきます。 

 

 

建築物の耐震改修の促進に関する法律第14条に定める特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、同法

第15条の規定に基づき耐震診断及び耐震改修の実施について指導･助言､指示を行い､指示に従わない場合

の公表の措置を｢公益性、緊急性、必要性｣を勘案して行います。 

 

 

 
 
 

※１ 住宅：戸建木造住宅と共同住宅等(共同住宅、長屋及び非木造の戸建住宅)) 

※２ 特定建築物：耐震改修促進法第14条第1号から第3号に掲げる建築物をいう 

・第１号：多数の者が利用する建築物(一定規模・用途のもの) 

・第２号：一定数量の危険物を取り扱う建築物 

・第３号：地震発生時に通行を確保すべき道路の沿道で道路閉塞のおそれのある建築物 

※３ 緊急輸送道路沿道建築物：災害時に避難や物資等の輸送、復旧活動等を行う上で重要な緊急輸送道

路の沿道に建つ建築物 

※４ 要緊急安全確認大規模建築物：病院、店舗等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホ

ーム等の避難弱者が利用する建築物等で一定規模以上のもの 
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